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北海道におけるドクターヘリの費用効果分析の試み

外傷患者における救急車搬送された場合に仮定される死亡者定数を用いた

シミュレーション一一

栗木麻衣 美貴下寺 小笠原克彦

ドクターへリは莫大な費用がかかるという問題から導入が進んでいない。

我々はドクターへリの導入を費用効果の面から検討するため， ドクターへリ

事業の費用効果分析を試みた。現在，北海道で導入されているドクターへリ

を対象とし，外傷患者を想定して分析した。費用は年間事業費と患者にかか

る医療費とし，効果はドクターへリと救急車の救命数の差とした。得られな

かったデータについては推定値を用いた。救命l人あたりの費用と余命l年

あたりの費用を計算し，感受性分析を行った。救命l人あたりの費用は

3，993，075円であった。余命l年あたりの費用は 20歳の患者で142，610円， 57 

歳の患者で210，161円であった。本研究では仮定条件が多く，算出された結果

は推定値にすぎないが，感受性分析の結果から費用効果に大きく影響を与え

る変数は救急車搬送した場合の死亡者定数と搬送患者年齢であった。

キーワード:ドクターへ九費用効果分析，感受性分析

1.はじめに

ドクターへリは医師がヘリコプターに搭乗する救

急搬送システムであり，その最大の目的は重篤な患

者が発生した場所に医師と看護師をいち早く派遣

し，治療を行うことにあるひ。事故・急病や災害等の

発生時に，消防機関・医療機関等からの要請に対し，

医師等が搭乗して速やかに救急現場に出動すること

によって，搬送時間の短縮のみならず，救命率の向

上や後遺症の軽減に大きな成果を上げることが期待

される。

ヘリコプター救急医療は 1960年代末期のドイツ

で始まり，その後アメリカ・イギリス・スイスに広

まった。ドイツのヘリコプター救急、匿療は多くの自

のモデルとなっている。その特徴は法律により 15分

北海道大学医学部保健学科

以内に救急治療を着手することが定められており，

病院を拠点とする半径50kmの地域でドクターへ

リを運航し，網羅的に全国土をカバーしていること

である。また運行費は健康保険でまかなわれており，

国からの補助金は無い日)。日本では 1980年よりへ

き地・離島からの患者搬送手段としてヘリコプター

が使われてきた4 九阪神・淡路大震災の際，道路が

寸断され救急車の代替搬送手段としてヘリコプター

が使われたことが普及のきっかけとなった九現在，

病院常駐型のドクターへリは 16の県で18機配備さ

れているがヘドクターヘリの救急医療体制が整っ

ていない地域がまだ多く残されており， ドクターへ

リの普及が望まれている。特に広大な面積を持つ北

海道では，札幌に 1機が配備されているだけで，道

東地域や道北地域が飛行範囲外となり全域をカバー

することができない。このため 2機目， 3機自のドク

ターへリの導入が計画されている9-11)。
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一方，ドクターへリの運用にかかる事業費は lヶ

所あたり年間約2信円であり 1ヘそのうち 1億 7千

万円が国および都道府県から補助されている O これ

まで都道持県にとってヘリコプター運航費の負担は

重く円これが全国で導入が進まない大きな理由で

あるとする意見もあったが刊 2007年に制定・施行さ

れた「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の

確保に関する特別措置法(平成十九年六月二十七日

法律第百三号)J (以下， Iドクターへリ法J)では助

、成金を交付する仕組みが構築された叫。また 2009年

3月には，総務省は「特別交付税に関する省令」を改

定し， ドクターへリ法で規定する救急医療用ヘリコ

プターの運航に要する経費について，自治体が負担

する額の半分が特別交付税から支払われることにな

り(平成二一年三月一七日総務省令第二一号)，運航

費の 3/4を固から， 1/4を都道府県が負担すること

となった。これにより普及促進へとつながることが

期待されている 15，16)。しかし補助金で基準とされた

出動件数は年間240件で見積もられており，それを

上回る出動による経費は拠点病院の負担となるO

2008年度の全国のドクターへリの出動実績では平

均出動件数は約352件(全5，635件)であり， 12箇

所で240件を上回っている 8，1九北権道においても

389件の出動がある。またドクターへリ法附則では，

法律施行後3年を目途に費用効果を算出し，適用の

可否について検討されなければならないとし，費用

の適正化についても言及している14)。特にドクター

へリ事業にはかなりの費用がかかるため，その費用

が効果に見合っているものかを示し，配備を全国的

に促進するためにも，自治体および拠点病院に対す

る費用負担の問題を解決しなければならないと考え

られる 18)。

海外でのドクターへリに関する研究は古くから行

われており，搬送時間の短縮や医療スタップの落乗

におげる効果の研究，患者のトリアー只など幅広く

報告され，費用効果分析・費用便益分析の研究につ

いても盛んに行われている 19-32)。日本においては，

症例報告や搬送時聞についての研究が報告されては

いるが33-汽費用効果に関する報告はまだ少ない。

救急へリ病院ネットワークでは費用も踏まえた効果

の研究を行っているが3M)，本来の費用効果分析手

順であるプログラム関の比較，感受性分析，増分分

析までは行われていない41)。

ドクターへリの費舟効果分析では異なる 3つの視
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点(病院経営者，患者，行政)が考えられる。ただ

し日本においては事業費の約9割が行政の負担であ

ることから，まず行政視点からの費用効果を分析す

ることが必要である。今後，助成金自体の削減や出

動数の増加による病院負担の増大が起こることに

よって， ドクターへリの導入・維持が困難になると

推測される。オランダの例では費用効果分析の結果

を考慮し，全国導入に至った経緯があり 3汽日本にお

いても経済的視点からドクターへリ事業の効果が他

の搬送プログラムと比較して費用に見合ったもので

あると示すことによって，導入促進へ繋がると考え

られる 12)。そこで我々は行政視点に立ち，ドクターへ

リ導入を主眼として他のプログラムと比較すること

を目的に，費用効果分析を行う適切な効果を設定し，

北海道に導入されたドクタ…へリを対象としてシ

ミュレーションを試みた。

11. 対象と方法

A. 費用効果分析

費用効果分析は複数のプログラムの効果を費用と

の関連でとらえ，ある l単位の効果を得るために必

要な費用について各プログラムの間で比較検討する

方法である刊。費用を効果で割ることによって費用

効果比を求め，複数のプロ、グラム聞で費用効果比を

比較し，より効果が大きく費用が少ないプログラム

がより優れていると評価する O ドクターへリに関す

る費用効果分析の先行研究では， Peterらは 1997年

までのドクターへリに関する文献をレビューし，外

傷患者におけるヘリコプター救急医療サービスの費

用効果を評価することを自的に，同じ費用で実際に

搬送して死亡した患者数が予想した死亡者数より少

ない場合に費用効果的と定義し，病院側からの視点

で分析している問。効果についどは患者年齢および

外傷の程度・重症度から算出される TRISS

(Trauma Injury Severity Score)を用いて搬送患

者の予後を予想し，判定された予想死亡者数と実際

の死亡者数の差から，増加分の生存者数を設定して

いる。費用としては運用車接経費と増分生存者にか

かる医療費との合計としている。ここで運用車接経

費の内訳は人件費，資本金，搬送費，保険費，管理

費，医療用品費である。費用効果比として救命され

た患者一人あたりの費用 (Costper Life Saved: 

CLS)および余命1年あたりの費用(Costper Years 
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of Life saved: CYL)を算出している。以下に Peter

らの用いた CLS，CYLの費用効果式を示す。 CYL

はCLSを平均割引余命 (Average Remaining Life 

Expectancy: ARLE)で割ることにより示される。

ここで害時!とは評価期間が数年以上の長期にわたる

場合に費用と効果を年あたりに見積もる概念で，そ

の必要性は人々が将来お金を持つことよりも，現在

お金を持っている方を好む時間選好，および社会に

おける利子率から説明できる。従来，割引率として

0.05がよく用いられてきたが，最近の研究では0.03

が用いられる傾向にある 4九また Peterらの研究で

も0.03を用いており，最終結果を比較しやすくする

ため，本研究では割引率を 0.03と設定した。この報

告はドクターへリがアメリカで普及してきた初期の

データを利用した費用効果分析であり，現在の日本

に近い状況であると考えられたため，我々はこの報

告における費用効果式を参考にした。

CLS C100十MxS100 
S100 

Coo: 100搬送あたりの運用直接経費

(1) 

M :;期待される外傷生存者の病院精算金

S100: 100搬送あたりの増分生存者数

CLS CYL=一一一…ー
ARLE 

(2) 

n 今

ARLE: 平均割引余ナニムx~~
一 η .f;;;"'o(1十0.03)j

n:搬送患者の年齢

B. 対象

対象は北海道において現在導入されているドク

ターへリとした。北海道2006年度ドクターへリ運航

実績報告書によると，搬送患者の 65%以上が外傷で

あるため，外傷患者の搬送を想定した。報告書から

「年間事業費」は 207，034，732円， r全出動件数」は 389
件のうち， r外傷患者数」は 153名うち f死亡者数」
は21名であった42)。しかし運航実績報告書から患者

データは得られなかったため，仁患者一人あたりの匿

ドクターヘリ

救急車
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療費J，および「搬送患者の年齢jは推定値を用いる

必要がある。そこで「患者の一人あたりの医療費」は

社会保険診療支払月報で報告されているデータを利

用した43)。これは外傷患者を想定したことから，患者

の年齢構成が比較的若いと考えられるため「社会保

険による医療費」を選択し，また搬送される患者は

重症度が高いことが予想されるため「入院における

医療費」を選択した。さらに対象地域が北海道であ

るため，都道府県別報告がある統計として， r北海道
の急性期入院医療における一人あたり医療費jであ

る444，492円を採用した。「搬送患者の年齢Jについ

ては外傷データパンクレポート 44)で報告されてい

る外傷患者の年齢分布において，ピークが2方性を

示すことから 20歳および57歳と想定した。

また本研究では患者データも得られないために

TRISSを用いた効果の判定が行えない。小漬らは新

たな救急医療施設のあり方と病院前救護体制の評価

に関する研究の中で，実際にドクターへりで搬送さ

れた交通事故による外傷例の予後と仮に救急車で搬

送していた場合に推定される予後の比較を行ってい

る45)。報告によるとドクターへリで披送した患者の

全数は 474名であり，その患者がもし救急車で搬送

されていたなら死亡していたと推定される死亡者数

は136名であった。我々はこの人数の割合0.28をド

クターへリで運ぶべき患者を救急車轍送した場合に

予想される死亡者の割合の定数(以下，救急車搬送

した場合の死亡者定数)とし，搬送された患者数を

掛け合わせることで，救急車搬送された場合の死亡

者数を推定した。ここで救急車による搬送を基準と

して，r救急車轍送では死亡していた患者をドクター
へリで搬送することによって救命できた人数」を効

果の定義とし(園1)，救急車搬送による予想死亡者

数からドクターへリ搬送患者の実死亡者数を差し引

いた数(以下，増分生存者数)を効果と設定した。こ

れらより先行研究と間様に， CLSおよびCYLを算

出した。以下に本研究で用いた費用効果式(3)を示

す。

同議薬科
図1 救急車を基準としたドクターへリの効果
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CL5 C100十Mx5100 
5100 

ClOO: 100搬送あたりの運用直接経費

= Ca/T，αX100 

Ca ドクターへリ年間事業費

九:全ドクターへリ出動件数

M 患者一人あたりの医療費
5100 : 100搬送あたりの増分生存者数

=(kx Pt-Pd)/Pt x 100 

(3) 

k 救急車搬送した場合の死亡者数定数

Pt: ドクターへリ搬送した外傷患者数

Pd: ドクターへリ搬送した死亡患者数

C. 感受性分析

本研究では変数に推定値を用いたため，設定した

推定値の費用効果に対する影響を確認しなければな

らない41)。推定した費用として， r一人あたりの医療
費J，r救急車披送した場合の死亡者数定数ム「搬送
患者の年齢Jの3変数に対して感受性分析を行い，

CYLにおける影響を観察した。本研究では推定値の

影響の程度を領域ごとに観測するため，変数を上限

値と下限値の間で連続的に変化させ，グラフ化した。

図2に影響の程度を表す概念図を示す。この図では

変数の数値が 0.2~0.4の聞で変化する場合は CYL

の変化量が大きいが， 0.6~1 の間で変化する場合の

CYLの変化量は小さい。変化量が大きい場合には，

この変数が結果に与える影響が大きいことを意味し

ている。本研究において「一人あたりの医療費」は

492，153~295，075 円(最高額:宮崎県，最低額:沖縄

県)43)の聞で変化させ， r救急車搬送した場合の死亡

50万

費= 40万
239万
{丹〉
20万

* 

o 0.2 0.4 0‘6 0.8 
詩象とする菱重母変生

図2 変数の影響の度合いを表す概念図とその解釈
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者数定数」は 0~1 (救急車では搬送すると完全に死

ぬ状態からドクターへリと同じ数だけ死ぬ状態ま

で)の間で変化させた。「搬送患者の年齢」は 0~100

歳の間で変化させた。

III.結果

A. 費用効果比の算出

100搬送あたりの増分生害者数は救急車搬送した

場合の死亡者数定数を 0.28に設定した場合15人と

推定された。 100搬送あたりの費用は53，222，296円

となった。これらの値より計算されたCLSは

3，993，075円であった。 20歳の平均余命品)は63年で

あることより ARLEが28年と計算され， 20歳にお

ける CYLは142，610円と算出された。同様に57歳

の患者では平均余命が28年であることより ARLE

が19年となり， CYLは210，161円と計算された。

B. 感受性分析

以下に本研究で推定値として用いた「救急車搬送

した場合の死亡者数定数」の影響(関 3)，r一人あた
りの医療費」の影響(図 4)，r搬送患者の年齢jの影
響(図5)を示す感受性分析の結果を示す。図3では

本研究で設定した救急車搬送した場合の死亡者数定

数0.28はグラフにおける傾きが急で，変化量の大き

い領域に位置している。この値が前後することに

よって費用効果比に対し大きく影響を及ぽすことを

示している。それに対し，図4では一人あたりの医

療費を都道府県別に変化させたグラフを示している

余 50万
命 「 苔著王手言語QO識の場合
1 240万
た
り30万
の
費
用 20万
(同〉

10万

o I 10.28 

o 0.2 0.4 0.6 0.8 1 
救急車搬送した場合の死亡者数割合

図3 1"救急車搬送した場合の死亡者数割合Jを変数とした
感受性分析
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れた。これは従来の救急車扱送で、は死亡していた患

者をドクターへリ搬送で1人救命するのに約400万

円が必要であることを意味している。 Peterらの報

告した CLSは約600万円であり 29)，本研究と比較す

ると北海道におけるドクターへリの方が優れている

と解釈できる。しかしこれらを一概に比較すること

はできない。まずPeterらは病院経営側の視点を用

いているが，本研究では行政側の視点で分析してい

る。費用に関して日本のドクターヘリ事業は約9割

が助成金で運営されているのに対し，米国ではすべ

て病院が負担しているため，視点の違いにより解釈

が異なるO 次に設定した効果の想定条件が異なるこ

とがあげられるo 米国ではドクターへリの拠点数が

約450ヶ所で，本土の約9割をカバーしており， 1機

分の運航範囲における人口負担は約200万人であ

る29)。北海道のドクターへリでは飛行範閣内が石

狩・空知・後志・胆振支庁であり，この4つの支庁

の合計人口は約314万人位)をカバーしている。北海

道のドクターへリは米国のドクターへリよりも多く

の人口をカバーしていることから，運用規模の違い

を考虚する必要がある。

CYLは20歳の患者で約14万円， 57歳の患者で

は約21万円であった。この「余命1年あたりの費用J

が意味するものは，現時点での救命された一人あた

りの費用である約400万円を患者のその後の生涯に

かかった費用とみなし，将来を加味して余命の 1年

あたりに換算したものである。この結果だけでは，57

歳よりも 20歳の患者を救命する方が，費用効果は良

いと結論付けられてしまうが，日本は国民皆保険制

度であり，どの年齢においても等しい医療サービス

の提供が保証されている o そのため，日本の救急医

療では患者年齢によってトリアージを行うことはな

く，この数値を比べることは日本の医療の考え方に

適していない。他のプログラムと比較する際には，プ

ログラム間での患者年齢の違いによる費用効果を比

較する目的として意味を持つ。

本研究では推定値を多用してシミュレーションを

行ったため，実際の費用効果として正確ではない。そ

のため推定値が結果に与える影響を確認する目的で

感受性分析を行った。「一人あたりの医療費ム「搬送

患者の年齢20歳」は変化の小さい領域にあり， CYL 

に対する影響が小さく，I救急車搬送した場合の死亡

者数定数」と「搬送患者の年齢57歳」では変化の大

きい領域にあり， CYLに対する影響が大きい。この

百本医療・病続管理学会誌ー (245)2009. 10 

e宮崎県

が，グラフ自体の傾きが小さいことから，この値の

変化が費用効果の結果に与える影響は比較的少な

い。最低額の沖縄県から最高額の宮崎県まで変化さ

せても，費用効果への影響は少ない。患者の年齢に

対する費用効果の感受性分析である図5では，搬送

患者の年齢が20歳付近ではグラフの傾きは緩やか

であり， 50歳あたりから傾きは急激に急になる。本

研究で設定した 20歳と 57歳では， 20歳付近の変化

は費用効果に与える影響は少なし 57歳のあたりで

変化した場合は費用効果に大きく影響する。

IV. 

100 

A. 費用効果分析の解釈

本研究で設定した条件における北海道のドクター

へリの費用効果として， CLSは約400万円と算出さ

図4 r一人あたりの医療費」を変数とした感受性分析
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ことから費用効果に対する影響の大きかった「救急

車撮送した場合の死亡者数定数」と「搬送患者の年

齢57歳」では，今後，より詳細な実データを用いた

費用効果分析を行うに際は，これらの値を厳密に設

定しなければならない。影響の少なかった「一人あ

たりの医療費」はほぽ妥当な舘であったと考えられ

る。また「搬送患者の年齢20歳」については救命さ

れた患者の余命が長いことに起因していると推測さ

れ，多少異なった設定をしたとしても，それが結果

へ大きく影響することは無いと考えられる。ただし

ドクターへリで撮送される患者は元々が重症患者で

あることが多く制，通常の患者と同様の余命を期待

できるかどうかについても，実データで検証する必

要がある。

B. 効果の設定

本研究においては個々の患者データが入手不可能

であったため，効果を「救急車搬送では死亡してい

た患者をドクターへリで搬送することによって救命

できた人数jと定義した。これにより救急車搬送を

基準にすることで，いわゆる「救急車搬送による正

規化」と解釈でき，調整した指標において他の代替

プログラムとの比較が可能となると考えられる。例

えば，他の施設のドクターへリ搬送， ドクターカー

や消防防災ヘリコプターなどによる搬送，ピック

アップ方式による運用を工夫した搬送方式などとも

比較できる刷9)。北海道では離島との救急搬送手段

として消防防災ヘリコプターが使われてきた経緯が

あり 4 ペ特に利用価値があると考えられる。さらに

他の疾患による搬送との効果を比較する援にも，救

急車搬送を基準とした効果を設定したことで比較可

能となる O 例えば，交通事故患者の現場搬送と周産

期における母体の病院間搬送を比較する際には，予

後予測指標の違いにより比較は屈難である。交通事

故患者では予後の予測に TRISSを用いるが，毘産

期では TRISSのような明確な指標が定まっていな

い。そこで後者の効果として「救急車搬送では流産

していた母体をドクターへリで搬送することで出産

できた人数」と定義し，救急車撮送を基準にするこ

とで，異なる疾患でもドクターへリ搬送の費用効果

を比較可能となる。

しかし本研究では救急車を基準とした効果を定義

したため，救急車搬送との比較はできない。救急車

搬送自体と比較するためには，個々の搬送患者の

Vol. 46 NO.4 

データから TRISSで予想した死亡者数を算出する

ことで比較する可能で〉ある。ただし個々の患者デー

タは搬送先が自施設でない場合や{合理的な問題のた

め入手が困難であると予想されるため，本研究で用

いた効果はこれを回避するためにも有用であると考

えられる。またドクターへリ法で記されているドク

ターへリ事業の適用の可否についても，本研究で提

案した算出方法による費用効果分析により検討可能

であろうと考えられる。

C. ドクターへリ普及に向けた費用効果分析

本研究における費用効果分析では先行研究と比較

して費用効果が良いと判断された。しかし Bledsoe

らはドクターへリの搬送患者は大多数が非致命傷患

者であり，初期に比べて費用効果が必ずしも良くは

ないと考察している 32)。ドクターへリの十分普及し

た欧米諸国では拠点数の多さやカパ一人口が少ない

などl機あたりの負担が小さいことが予想される。

日本の現状においては普及途上であり，致命傷患者

の搬送割合が高く，費用効果が良いと算出されるか

もしれない。今後，普及しすぎることにより費用効

果が悪いと算出される可能性もある。ドイツのよう

に15分以内に救急治療に当たるようドクターへリ

を配置する閣もあるが，闇雲にドクターヘリの導入

を進めるのではなく，日本全国として費用効果を保

ちつつ配置する場所と数を決定する必要があると考

えられる。そのためには日本全国として費用効果比

の関債を決定し，その上で配置場所と配置数から制

約問題を解くことである。本研究においては l拠点

施設においてのシミュレーションであったが，これ

を現行の 18箇所，ひいては導入予定箇所を含め全国

土に検討範囲を拡大し，最低必要数，最大設置数を

検討する必要がある。

V. 本研究における限界

本研究では先行研究における費用効果比との比較

に留まり，本来の費用効果分析の手}I買である他のプ

ログラムとの比較を行っていない。本研究の位置づ

けはシミュレーションであるため，推定した費用効

果はあくまでも概算値であり，ドクターヘリの効果

に対して費用が見合っているかを言及することはで

きない。本研究で行った費用効果分析については信

頼性・妥当性の面で次の間題点が考えられる。
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A. 費用における問題点

本研究で参考とした資料では，年間事業費の詳細

は公表されておらず，具体的な項目および費用の配

分は分からなかった。より厳密な費用効果分析を行

うには費用の細目が必要となる。先行研究で考慮さ

れている年間事業費としては，ヘリコプターの変動

費(燃料費・飛行手当・整錆費)・医師等の人件費・

運行調節費(運行調整委員会経費・住民普及害発

費)・ヘリコプターの画定費(操縦士等の変動費・減

価償却費・航空保険費)が考慮されている問。本研究

においてもこれらの項目が想定されるが，北海道な

どの積雪地域では融雪設備や防雪設備に関する費用

なども発生する。対象とした施設では，ヘリコプター

への降雪・着雪を防止する格納庫，格納庫との昇降

式スライディングへリパット，ロードヒーティング

設備，燃料給油設備などが設置されており叫施設お

よび地域特有の費用も考麗する必要がある。

さらにドクターへリ運用に付随するその他の費用

も考慮する必要がある。ドクターへリは単独で運用

されることはほとんどなし着陸地点を確保するた

めの警察官や着陸地点、の整備を行うための消防車な

どの配置，また着陸地点まで搬送する救急車も必要

となる。これらの諸費用も考慮して分析を行うこと

が望ましいが，管轄の違いにより費用の負担が異な

るため，取り扱うことが困難である。また医療機関

では必要な医療専門職を待機させているが，ドク

ターへリ対応には多くのスタッフが関わっており，

救急対応以外は通常業務を行っていると考えられ

る。これらの費用を厳密に算定して費用効果分析を

行うには，マネジメントで用いられる活動基準原価

計算のような分析手法によって各費用を算定し， ド

クターへリ事業にかかる真の費用を設定する必要が

ある5九本研究での試みではここまでの追求はでき

なかった。

B. 効果の設定における問題点

本研究では救急車搬送を基準として調整した効果

を定義したが，本来であれば同一患者をドクターへ

リと救急車の両方で搬送し，その予後の違いを真の

効果とすべきである。しかし現実的には研究デザイ

ンとして設定不可能であるため，TRISSのような予

後予測指標を用いた効果を設定せざるを得ない。こ

の想定では救急車の搬送患者に比べ， ドクターへリ

の搬送患者はより重症である場合が多いことから，
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効果を過大評価している可能性がある。海外の研究

では疾患の種類や重症度で分類し，分析を行ってい

る例もある問。またドクターへリ搬送と救急車搬送

における出動条件の違いも考慮していない。例えば

ドクターへリと救急車の運行時間の違いや天候の影

響などが考えられる。ドクターへリは夜間搬送でき

ないが，救急車は 24時間体制であり，天候による影

響も受けにくい。特に北海道は冬期の降雪による影

響を受けやすい特徴がある。救急車搬送を基準とす

ることについて特性の違いを考慮した調整も行う必

要があると考えられる。

効果について Peterらと同じ分析を行うとする

と実際に北海道でドクターへリ搬送された患者の

データに基づき救急車搬送した場合の死亡数を予測

しなければならない。しかし本研究においては実患

者のデータが得られなかったため，小漬らが報告し

たドクターへリ搬送の外傷患者と救急車搬送したと

仮定した場合の死亡者数から「救急車搬送した場合

の死亡者定数jを用いて概算した。小漬らの対象と

した施設と北海道における施設では医療スタッフの

体制や医療技術が異なることが予想されるが，本研

究では搬送先病院の能力を同ーと仮定してシミュ

レーションを行った。専門的な医療スタップが充実

しているか，また高度な医療技術が提供できている

のかなど，受け入れ先病院の亙療技術によって患者

の予後は大きく異なることが予想される。分析の妥

当性を高める上では個々のドクターへリ施設におけ

る「救急車搬送した場合の死亡者数定数」の違いを

調査する必要があると考えられる。さらに費用効果

式に搬送先の医療機関の能力を調整する能力評価指

数を組み込むことなど，バイアスを少なくするよう

効果の設定を検討しなければならない。

本研究ではシミュレーションとして問題を分かり

やすくするため，焦点、を外傷患者の現場搬送に限定

したが， ドクターへリ搬送の利用自的としては病院

間撮送を含む，イ也の疾患における救急搬送も実際に

は行われている。真の費用効果を算定するためには

すべての考えうる搬送目的，疾患，その転帰を考虚

した分析が必要で、ある。これは判断分析で行われる

マルコフモデルを用いた判断樹を構築し，厳密に費

用効果分析を行うことで可能であり町今後の研究

課題である。
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VI.結 意五
ロロ

本研究では「救急車搬送した場合の死亡者数定数」

を用いて，救急車搬送を基準としたドクターへリ撮

送の効果を定義した。更にこれを用いて費用効果分

析のシミュレーションを行い，推定値が費用効果比

に与える影響を示した。本研究では概算値としてド

クターへリの費用効果比は救命された患者一人あた

りの費用が約400万円，余命1年あたりの費用が20

歳の患者では約14万円， 57歳の患者では約21万円

と算出できた。今後の課題として，詳細な事業費の

調査，実際の患者データを用いた効果による再検討，

他のプログラムとの比較により妥当性の検討が必要

である。
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SIMULATED STUDY OF COST-EFFECTIVENESS ANALYSIS FOR A 

HELICOPTER AIR AMBULANCE IN HOKKAIDO PREFECTURE 
-- Simulation using the probabilities of death by ambulance transport in trauma patient--

Mai KURIKI, Takayoshi TERAS HIT A and Katsuhiko OGASA W ARA 

A helicopter air ambulance is useful to rapidly transfer trauma patients, but it has not been 

implemented due to huge cost. The purpose of this paper was to simulate a cost-effectiveness 

analysis for the helicopter air ambulance program. We focused the helicopter air ambulance has 

been introduced in Hokkaido Prefecture. The cost was selected based on the operating costs for 

the helicopter and the medical costs for the survivors. We used the difference between the 

survivors of ground transport and the survivors of helicopter transport to measure cost­

effectiveness. Cost per life saved and cost per year of life saved was calculated, and a sensitivity 

analysis was applied. Cost per life saved was ¥3,993,075. Cost per year of life saved was 

¥142,610 based on a 20-year-old and ¥210,161 for a 57-year-old. The results were an approxi­

mation because of the additional hypothetical settings for the simulation, but the probabilities of 

death by ambulance transport and average age of survivors had a substantial influence on the 

cost-effectiveness in the sensitivity analysis. 

Key words: Helicopter Air Ambulance/Cost-Effectiveness Analysis/Sensitivity Analysis 
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